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マーケティング概念についての一考察
─ 特にAMAによる定義の変遷を中心として ─
篠　原　一　壽
はじめに
　過去から現在に至るまで、研究対象とする事象をどの様に捉えるか、更にはその概念を
どの様に規定するか、などということについては、数多くの研究者によって様々な見解が
披瀝されてきた。このことは社会科学において、特にその感が強い。例えば、マーケティ
ングと密接不可分の関係にある「商業」をどの様に規定するか、あるいは「流通」をどの
様に措定するかなどについて、様々な捉え方が存在していることなどはその典型と言えよ
う１）。
　当然のことながら、マーケティングをどう捉えるかについても諸説が存在する。中でも、
米国におけるマーケティング研究者及び実務家の集まりであるアメリカ・マーケティング
協会（American Marketing Association）による定義は、多くの研究者にとって常にメル
クマールとなってきた。そのことはAMAの前身である全米マーケティング教師組合から
の伝統でもあった２）。すなわち、AMAにおいても、過去から現在に至るまで、マーケティ
ングに対して様々な定義が下されてきたのである。
　本稿は、その様なAMAによるマーケティングの定義を再考することを主目的としてい
る。言うまでもなく、AMAによる定義の変更・推移は時代の流れを反映・投影したもの
である。換言するならば、時々の社会経済状況を受けて、定義が見直されてきたと言って
も過言ではない。正に時代の変化や流れと共に、マーケティング概念規定も変わってきた
のである。その様なことに留意しながら、以下では、マーケティングに関してAMAがど
の様な定義を下してきたかを鳥瞰してみたい。
１．AMAによる初期の定義
　
　既述のように、AMAによるマーケティングに対する初期の定義は、その前身である
全米マーケティング教師組合によってなされた定義を援用したものであった３）。ただ、
AMAが何時定義を行ったかについては諸説がある４）。ただ当時、マーケティングを講述
していた教師の間で、マーケティングに関する定義が必要だ、との声が上がっていたのは
確かなようである５）。
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　では、AMAはどの様な定義を下しているのであろうか。初期のAMAによる定義を考
える場合、リサ・キーフ（Lisa Keefe）による次の説明が参考になる。「マーケティン
グの公式上の定義は、マーケティング教育者全国協会によって1935年に下され、それを
AMAは1948年に採用し、その後1960年に定義を改訂した時にも、同様の定義が採用され、
1985年に定義が改訂されるまで、50年間もその定義が採用されていた」と６）。
　50年間に渡って、広く採用されていた定義は「マーケティングとは生産者から消費者に
至るまでの商品やサービスの流れを管理する事業諸活動の遂行である」というものであっ
た７）。この様なマーケティングの定義は、若干の手直しはあるものの、その後約半世紀に
渡り、マーケティングに対する公式上の定義として、世界中の研究者及び実務家の間で用
いられることになった８）。
　AMAによるこの様な定義は、今日においても、かなりシンプルで分かりやすいもので
ある。半面その後、幾つかの問題点も指摘されることになる。例えば、「事業諸活動の遂
行がマーケティングだ」と定義している点がそれである。この点に関しては、様々な疑問
が呈された訳だが、典型的には、いわゆるマクロマーケティングの側面が等閑視されてい
るというのがそれである。すなわち、社会経済的側面からの視点が欠落しているという訳
である。巨視的側面に関する考察の不十分さと言い換えてもよいであろう。また、事業諸
活動あるいは企業諸活動ということに焦点を当てて定義した結果、私企業以外の組織によ
る諸活動などは当然、考慮外となる。
　加えて、商品やサービスの流れを管理する、あるいは方向付ける、という文言から類推
出来るように、個別企業の視点、ないしは私経済的視点が強く出ている。客観的かつ大所
高所から商品やサービスの流れを俯瞰するというよりも、個別企業の視点から、商品やサー
ビスの流れをどの様にコントロールすべきかということに重点が置かれている。正に、巨
視的視点が欠如しているのである。更に、事業諸活動の遂行という様に、定義が個別諸活
動の実行レベルに矮小化されている、という問題点を掲げる向きもある。
　これらの問題点はさておき、AMAがこのような定義を下したのには当然、それなりの
理由がある。当時の米国社会や経済の状況が色濃く反映されている訳である。つまり、第
二次世界大戦の戦勝国としてのよき米国という姿、あるいは自由主義陣営の盟主国として
の米国というものが投影されている。ビジネス社会をリードする米国の状況が映し出され
ていると言ってもよい。以上のような状況、時代の下でなされた定義だが、時代や社会の
変化とともに、次第にその見直しが必要となってくる。コンシューマリズム（consumerism）
の台頭などはその良い例であろう。
　なお、初期のAMAの定義は、シンプルさと分かり易さという点では、それ以降の定義
と較べても一頭地抜きん出ている。言い換えれば、これ以降の定義がマーケティングを構
成する要素や関連する事柄を総て盛り込もうとするために、やもすれば饒舌になりすぎる
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のに対して、簡潔に纏められているということである。既述のような問題点はあるものの、
そのことを筆者は強調しておきたい。ミクロマーケティングの概念を理解するには格好の
定義と言ってもよいかもしれない。
２．20世紀末におけるAMAの定義
　20世紀末を迎えるに当たって、マーケティングを取り巻く環境も大きく変化していた。
特に、社会・経済環境の変化には極めて大きいものがあった。端的には、企業諸活動が消
費者等から多くの批判を浴びていた。既述のコンシューマリズムなどはその最たる例であ
る。特に、1960年代後半から70年代前半にかけて、その傾向は一際強くなった。このこと
は米国同様、我が国においてもみられた。「公害問題」の発生と、それに対する国民の指
弾などはその代表である。具体的には、自動車の排ガスや工場からの煤煙による大気汚染、
工場排水の垂れ流しによる水質汚濁等は格好の事例である。
　他方、米国では、1962年にジョン・F・ケネディ（John Fitztgerald Kennedy）第35代
米国大統領によって提唱された「消費者の４つの権利」、そして1965年にラルフ・ネーダー
(Ralph Nader)が出版した「どんなスピードでも自動車は危険だ：アメリカの自動車に仕
組まれた危険」などによって、消費者の権利意識が高揚していた９）。
　この様な状況の中で、マーケティングにおいても概念の見直しや拡張が進展していた。
特に、1960年代後半から1970年代前半にかけて、様々な動きが見られるようになった。具
体的にはフィリップ・コトラー（Philip Kotler）による「マーケティング概念の拡張」や、
コトラーやウィリアム・レーザー（William Lazer）による「ソーシャル・マーケティング」
の提唱などはその代表と言って良い10）。
　つまり従来の私企業を中核としたマーケティング概念の展開から、非営利組織による
マーケティングや、社会問題解決に向けてのマーケティングコンセプトの活用などが提唱
され始めていた。正に、この時期マーケティングは、概念的には混沌とした状態に置かれ
ていたのである。それ故、マーケティングに関する定義の見直しも、その必要性は感じら
れながらも、先送りされてきたとも言えよう。その結果、1935年に下された定義が約半世
紀にも渡って使用し続けられたのである。
　長い期間用いられてきた定義が見直されたのは、20世紀も終盤を迎えた1985年のことで
あった。原型となる定義が下されてから粗方50年が経過し、また最後の改訂からも四半世
紀が過ぎた時に、マーケティングに対する定義は全面的に見直されることになったのであ
る。
　新しく採用された定義は次のようなものであった。「マーケティングとは、個人や組織
が有する諸目標を実現するような交換を創造するために、アイディア、商品、サービス等
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に関して、構想、価格設定、プロモーション、流通などの計画を策定し、実行する過程
である」という定義が1985年にAMAによって下された11）。なお、1985年に下された定義
は、20世紀末になされた定義集の第２版においても、そのまま踏襲されている12）。そして、
1985年に下されたこの定義が改めて見直されるのは、21世紀に入ってからのことである。
従って、1985年の定義は、その後凡そ20年に渡って、広く用いられることになる。
　では1985年に下された定義はどのような特徴を有するものであろうか13）。先ず目に付く
のは、マーケティングの対象・客体が拡大されている点である。1960年までの定義では、マー
ケティングの対象・客体が商品とサービスとされていたのが、1985年の定義では、それら
に新たにアイディアが加わっている。すなわち、マーケティングの対象範囲の拡大と言っ
て良いであろう。
　では、従来の商品やサービスに加えて、何故アイディアを追加したのであろうか。アイ
ディア追加の理由を考えるには、当然、当時の経済状況を斟酌する必要がある。それは、「知
財」とか「ブランド資産」といった、アイディアに起因する事柄の「価値」が高く評価さ
れつつあったことと、決して無縁ではない。換言すれば、アイディアそのものが高い「価値」
を有するようになってきていたということである14）。従って、全ての組織にとって、その
存続・成長のためには、アイディアが重要な分野としてクローズアップされつつあったの
である。言うまでもなく、この様な傾向は今日に至るまでも継続している。
　次に関心を引くのは「構想、価格設定、プロモーション、流通などの計画を策定し、実
行する過程」と定義している点である。この様な定義・表現は二重の意味で興味深い。一
つは、前段の「構想、価格設定、プロモーション、流通」という事柄を挙げている点であり、
今一つは「計画を策定し、実行する過程」と表現している点である。つまり、前者は、い
わゆるマーケティング手段といわれるものを列挙して定義している点が注目される。1960
年の定義では事業諸活動と称されていた事柄が具体的に例示されているからである。中で
も、「構想」という表現は一際耳目を引く。原文では、conceptionという用語だが、マッカー
シー（E.J.McCarthy）の言う４Pとの対応で考えるならば、製品（product）に該当する
と言えよう。
　では何故「構想」という表現を採ったかだが、筆者はマーケティングの対象・客体にア
イディアを加えたことの必然的結果と推量する。すなわち、アイディアという対象を考
えた場合、「製品」という表現では如何にも据わりが悪い、ということである。そのため、
あえて「製品」ではなく、「構想」という表現に落ち着いたのではなかろうか。どちらに
しろ、その他の用語をみた場合、通常、マーケティングツールとしてよく採り上げられる
用語が使われているだけに、違和感の強い表現であることは確かであろう。　    
　他方、後者では、計画策定と実行の過程と捉えている点が注目される。すなわち、1960
年の定義では、「遂行」と表現されていた事柄が、計画策定と実行の「過程」と定義され
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ていることに注意したい。単なる諸活動の「遂行」ということではなく、その中身を明確
にし、なおかつ「過程」としている点が重要である。しかし、筆者としては「過程」と定
義するならば、何故、「統制」という段階・局面を等閑視したのか、疑問が残る。通常の
経営管理サイクルに即して考えるならば、計画、実行、統制、そしてフィードバックとい
うのが一連の流れとして捉えられるからである。どちらにしろ、単に遂行ではなく、過程
として把握しているのが大きな特徴と言えよう。
　三点目に関心を引くのは、「交換の創造」を謳っている点である。言うまでもなく、「交換」
というのは、商学、商業学、更にはマーケティング論や流通論における「中核概念」だか
らである15）。しかも、そのような「交換」が、「個人」や「組織」等の目的実現を図るもの、
と捉えている点に注意したい。つまり、マーケティングが単に事業諸活動の遂行という次
元を超越して、個人の生活や組織運営（営利組織のみならず非営利組織なども当然含む）
に関与するものと捉えているからである。言い換えれば、コトラー等の主張するマーケティ
ング概念の拡張、ということが定義中に含意されているのである。その点では、60年代後
半から70年代前半に生起していた、マーケティングを巡る変化を採り入れながら、定義し
ていることが窺える。
　以上のように、1985年に下された定義は、60年代から、70年代、そして80年代において
生起していた事柄を網羅して、マーケティングを定義していることが分かる。その意味で
は、時代の流れに即した定義と言って良いであろう。とは言え、出来るだけ生起しつつあ
る事象を盛り込もうとしたせいで、1960年の定義に比較して長広舌になっていることは否
めない事実である。もっとも、この様なことは、我々が用語の概念を明確化する際に、常
に遭遇する事柄でもあるが。  
３．21世紀におけるAMAの定義
　1985年の定義から、20年近くを経て、再びマーケティングに対する定義が見直されるこ
とになった16）。それが、2004年に下された定義である。それによれば、マーケティングは
次のように定義されている。「マーケティングとは一つの組織機能である。それは顧客に
とっての価値を創造、伝達、配達するという一連の過程である。またそれは、組織とその
利害関係者にとって利益になるようなやり方で、顧客との関係性を管理するという一連の
過程でもある」と17）。 
　2004年に下された定義は、1985年の定義を大幅に見直したものとなっている。特に、表
現は1985年の定義とは大きく異なっている。言うまでもなく、2004年の定義においては、
1985年の定義以降に生起した事柄を盛り込もうとしたことが読み取れる。そのことは定義
の随所においてみられる18）。
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　1985年の定義を大幅に改訂した2004年の定義だが、第一の変化は、マーケティングを「組
織機能」と定義した点にみることが出来る。20世紀における定義では、「事業諸活動の遂
行」とか「計画策定や実行の過程」と捉えられていたのが、21世紀の定義においては、「組
織機能」と捉え直していることが大きな特徴と言えるだろう。換言するならば、活動の遂
行とか過程などということを超えて、「組織」の「働き・機能」と定義している点に注意
したい。つまり、マーケティングは、単に事業活動の遂行とか計画策定・実行の過程以上
に、組織の存立・存続に必要不可欠な「働き」と捉えているとも言える。あるいは、組織
にとって基本的働きである、と定義しているとも推測出来る。
　しかも組織にとって必要不可欠な機能であるマーケティングは、様々な事柄を通して実
践されるとしている点にも注意したい。換言するならば、マーケティングを組織機能と規
定した上で、その実態を明示しているのである。その際、1985年の定義において採用した
「過程」という表現を用いているのも興味深い。マーケティングの基本あるいは本質を「組
織機能」と規定した上で、その実態を「過程」に求めていると思量することが出来るから
である。
　加えて、その「過程」も組織がどの様な事柄を、どの様にして遂行するか、という点に
言及しているのも大きな特徴である。組織がマーケティングという名称の下で、具体的に
遂行する事柄や、そのやり方についてまで言及しているのである。しかも、それらの事柄
等は一つの流れの中で完遂されるということが含意されている。正に、一連の「過程」と
いう表現の中に、それらの点は読み取ることが出来る。具体的には、「顧客にとっての価
値の創造、伝達、配達」及び「顧客との関係性の管理」というのがそれである。
　先ずこれまでの定義ではみられなかった「顧客」という表現が用いられている点に注意
したい。確かに、1960年の定義において「消費者」とか「利用者（ユーザー）」という表
現が存在するが、カスタマー(顧客)という表現が用いられるのは、この定義が初めてである。
では「消費者」と「顧客」は同義か、あるいは類似語かということが問われなければなら
ない。この点に関しては色々な解釈が存在するであろうが、筆者は、消費者とは「集合概
念」であり、抽象概念であると思量する。すなわち、経済学等において、理論を構築する
際には極めて有用な概念である。
　しかし、マーケティングのような現実の組織運営に直接関係する学問においては、その
ような捉え方は、極論するならば「百害あって一利なし」である。すなわち、実際の商品
購買やサービス利用の場面において登場する人物は消費者というような、抽象的な掌握方
法では理解出来ない存在だ、ということである。むしろ、実際の購買場面におけるカスタ
マーという表現の方がより現実感が強く、マーケティング実践においても的確に、当該者
を把握出来るということである。例えば、個々のカスタマー、すなわち「個」客は、消費
者というような「消費マシーン」ではなく、それぞれが独自の欲求を有する存在だという
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ことである19）。
　また「価値」の創造、伝達、配達という事柄が挙がっている点にも注意したい。近年、
顧客にとっての「価値」をどの様に創り出し、それを的確な形で伝え、しかも顧客の手元
に届くようにするかということが重視されるようになっているからである。言うまでもな
く、その際の「価値」なるものは提供側からみるのではなく、あくまでも顧客サイドから
みたものだということである。
　今一つは「顧客との関係性の管理・構築」という点である。いわゆる関係性のマーケティ
ング（Relationship Marketing）と呼ばれることがそれに該当する。つまり、顧客との間
の紐帯を如何に構築するかということである。正に「顧客志向（customer orientation）」
あるいは「顧客主導（customer driven）」概念そのものの反映・投影とも言えよう。顧客
との良好かつ密接な関係を構築し、それを商品やサービス提供、更には組織運営の中に活
かしていくということである。換言するならば、単なる「リップサービス」ではなく、真
の意味で顧客との繋がりを深めていくことと言えよう。
　また当時の状況を反映して、利害関係者という表現が盛り込まれているのも興味深い。
企業の社会的責任とか、「会社は誰のものか」といった事柄が当時、企業を巡って喧伝さ
れていたからである。このような議論の中から注目を集めていたのが、利害関係者という
捉え方であった。従来の捉え方からの拡張と言い換えてもよい。
　従前は、「企業は株主（shareholder）のために存在し、それらに貢献することこそが企
業の責務である」という捉え方が中心であったのに対して、企業が存続・発展するには、
それらを超えて企業を取り巻く多くの関係者、すなわち従業員、顧客、納入業者等に対す
る配慮も欠かせない、という捉え方が生起していたからである。つまり、企業にとって関
係するものは株主に留まらない、という考え方が生じていたのである。その意味で、2004
年における定義はこの様な事情も反映しようとしていた訳である。
　以上のように、1985年の定義と比較して2004年の定義は、85年の定義以降に生じた事柄
をあまねく網羅しようとして、努力したことが分かる。換言するならば、2004年の定義は、
前回の定義から20年ほどの間に生起した事象を出来るだけ加味して、新たなマーケティン
グ概念を提唱しようとした訳である。そのことは、リサ・キーフのニュースレポートが如
実に物語っている20）。ところで、ニュースレポートの最後で、次に様に述べられている点
に注意したい。「定義改訂過程に携わった者は、定義の改訂に19年弱かかったことを知っ
ている。た
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
だ改訂された定義が持ちこたえられるのは僅かな年月かもしれない。論理的に
は、５
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
年ごとに改訂されるべきであろう（傍点筆者）」と21）。正にこの予告通り、改訂か
ら５年も経たない2007年に定義の改訂がなされたのである。　
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４．2007年の定義
　
　既述のように、2004年の改訂での予想よりも早く、僅か３年程で新たな定義が下される
ことになった。新しい定義では、マーケティングを次のように規定している。「マーケティ
ングとは活動であり、諸機関の集合であり、そして諸過程である。つまりマーケティング
とは、カスタマー、クライアント、パートナー、そして社会全体にとって価値あるオファ
リング（提供財）を創造、伝達、配達、そして交換することに関与するものである」と22）。
　AMAによる最新の定義である2007年の概念規定は、AMAの運営委員会によって、2007
年の10月に認定された。この様な運営委員会による認定を経て、2007年10月より、上記の
新しい定義がマーケティングに対する公式の概念規定として採用されたのである。そして
最近では、2013年7月に同様の定義が再採用・再認定されている23）。
　2004年の定義と比較して、2007年10月に認定された定義では大幅な変更が加えられてい
る。一際目を引くのは、「活動、諸機関の集まり、そして様々な過程がマーケティングだ」
としている点である。2004年の定義で用いられていた「組織機能」という表現が排除され、
従前の定義で用いられていた表現が復活しているからである。例えば、活動や過程という
表現がそれである。
　筆者としては、むしろ2004年の定義における「機能」という表現の方がより的確なよう
な気がする。「機能」という用語の方がマーケティングの「働き」あるいは「価値」を適
切に表すと考えるからである。言い換えれば、活動や諸機関の集まり、更には諸過程とい
う表現では、マーケティングの定義としては平板過ぎると思量するのである。換言すれ
ば、過去の定義を寄せ集めた、総花的なもの、という感すら抱かせるのである。とは言え、
AMAの運営委員会が上記のような定義を採用したのであるから、そのような努力等を多
とするのは言うまでもない。
　次に関心を引くのは、マーケティングが働きかける対象として、カスタマー、クライア
ント、パートナー、そして社会全体を挙げている点である。特に、カスタマー、クライア
ントいう用語が一際興味深い。周知の如く、これらの用語は共に「顧客」あるいは「お客
さん」を意味する言葉だからである。もっとも、顧客やお客さんに関して、業界によって
呼び方が違うこともあるが。例えば、財貨(商品)を扱う業界や物販店において顧客をカス
ターと呼んだり、サービス提供者において顧客をクライアントなどと呼ぶのがそれである。
ただ、この様な区別も必ずしも厳密なものではない。その意味では、二つの用語は相互互
換的に用いられることも多いのである24）。
　では、何故定義においてカスター、クライアントとしたかだが、基本的にはカスタマー
という言葉で顧客一般を示し、クライアントいう言葉で、特定用役の受容・享受者を表そ
うとしたのではなかろうか25）。あるいは、財貨の購買者をカスタマーと呼び、用役の利用
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者をクライアントと呼称したとも考えられる。どちらにしろ、マーケティングが働きかけ
る対象として、社会全体にまで拡大している点は注目して良いであろう。
　これらの表現と並んで面白いのは、パートナーを挙げている点である。恐らく、マー
ケティングの実践主体と関係する「存在」としてパートナーというものを挙げたのだと
推測するが、あえて翻訳するならば、協業者あるいは協力者とでも呼ぶことが出来よう
か。すなわち、いわゆる利害関係者、あるいはインターナルーマーケティング（internal 
marketing）の対象者がそれに該当するのかもしれない。具体的には、従業員などはその
典型である。スターバックスが従業員を「パートナー」と呼称していることなどは、その
良い事例である。また、供給業者や株主なども重要なパートナーであろう。畢竟するに、
これらの存在をパートナーという言葉に秘めたのではないかと推量出来よう。
　更に興味深いのは、「オファリング」という表現である。20世紀後半頃より、マーケティ
ングの客体として商品ないしは製品、更にはサービスという用語に換わって、「オファー」
とか「オファリング」という言葉が用いられることが多くなっていた。
　ではこの様な用語によって、どの様なことを表そうとしているのであろうか。それには、
この言葉本来の意味を探るのが一つの手がかりになる。言うまでもなく、「オファー」と
いう言葉の基本的な意味合いは、「提供」ないしは「提供する」ということである。
　とすれば、マーケティングの実践主体が「提供」あるいは「提供する」というのはどの
様なことであろうか。当然のことながら、マーケティングの過去の定義などから判断して、
マーケティング実践主体が「提供する」のは「商品」や「サービス」、あるいは「アイディ
ア」である。それらに換わって、オファリングという言葉を用いたからには、それなりの
理由があると想像出来る。つまり、商品やサービスという表現では表しきれないものがあ
る故に、オファリングという言葉を用いたものと考えられる。
　この様な表現が用いられたのには、当然、現在の社会・経済状況等も影響している。今日、
カスタマー等が求めているものは、単に商品やサービスを超えた「サムシング」だという
ことがよく指摘される。モノに加えて、コトへの欲求と言い換えても良いであろう。その
ような、カスタマーの求める事柄に応じるには、正に商品やサービスの次元を超えた「オ
ファリング」が必要ということかもしれない。また、オファーの提供者の能動性・積極性
を示すために、更には強調するために、「オファリング」という表現を用いたとも考えら
れる。この様な理由から、「オファリング」という表現を用いたというのが、最も納得の
いく解釈ではなかろうか。もっとも、これは飽くまでも筆者の憶測・推測の類いであるの
は言うまでもない。
　最後になるが、2007年の定義における重要なポイントは、「交換」という用語が、オファ
リングの創造、伝達、配達という事柄と同列に扱われていることである。従前の定義にお
いてはみられなかった捉え方とも言える。すなわち、従前の定義においては、「交換」を
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中核に据えていたからである。この様な捉え方に関しては、筆者としては若干の違和感を
感じざるを得ない。逆に筆者は「交換概念」を過大評価しているのかもしれないが。どち
らにしろ、「交換」をオファリングを巡る環の中で捉えていることだけは確かである。
　これまで検討したことから明らかな様に、2007年の定義は、従前の定義とかなり異なる
表現を採っている。あるいは、これまでの定義のポイントを繋ぎ合わせて、再構築したと
言っても良いかもしれない。ただ、2007年の定義が、今日まで、AMAの公式上の規定と
認定され続けている点は注意しなければならない。2004年の定義は３年足らずで改訂され
たのに対して、2007年の定義は６年経った現在でも、公式のものとされているからである。
このことは、2004年の定義採用時の「５年位の間隔での改訂」ということからすれば、多
少長くなっている感がする。その意味では、存外早く新たな定義が提示されるかもしれない。
おわりに
　本稿においては、マーケティングとは何か、ということについて、AMAの定義をフォ
ローしながら、その概念的な変遷を考察してきた。考察の過程で、マーケティング概念が
時代と共に、変化してきたことが明らかになった。また、初期の定義が凡そ半世紀にも渡っ
て用いられていたことも驚異であるが、21世紀に入って、早くも２回の定義改訂がなされ
ているのも驚きである。恐らく、早晩の内に3回目の改訂がなされる可能性は大きいと思
量する。正に、商業学の先達である谷口吉彦博士が指摘した「商業概念は時代と共に変化
する」ということは、マーケティングについても当て嵌まるように思われる。
　本稿において、敢えてマーケティング概念の変遷について考察したのは、学問展開の中
において、何をおいても先ず第一になされなければならないのは「言葉の定義」だと考え
るからである。概念規定が厳密になされていなければ、そのような脆弱な概念に基づいて
構築される仮説や理論は脆くならざるを得ないと考えるからである。特に、近年、明確
な概念規定もせずに安易に言葉を弄ぶ傾向が強いだけに、学徒としての我々は十分に注意
しなければならない、と改めて自戒した次第である。一例を挙げれば、ソーシャルマーケ
ティングについての明確な定義があるにも拘わらず、ソーシャルメディアを利用したマー
ケティングをソーシャルマーケティングと呼称することなどがそれである。
　本稿では、AMAが下した定義の変遷を中心に考察したので、その他の論者や機関によ
る定義についての検討は紙幅の関係からも割愛した。これらについては、機会を改めて考
察してみたい。なお、纏めとして、甚だ拙いが、筆者なりの定義を提示するならば、「マー
ケティングとは、生産から消費に至る財の移転に係わる全ての事象である」となるであろ
う。（平成25年10月30日脱稿）
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1）商業や流通をどの様に規定するか、更にはそれらが時代と共にどの様に変化してきたかについて
は、拙著「商業政策論序説」税務経理協会、2002年、6頁参照。
2） AMAが過去、マーケティングについてどの様な定義を下してきたかの詳細に関しては、拙著「リー
テルビジネス論」創成社、2006年、第2章参照。
3）AMA ," Marketing　News" , 15 Sep. 2004。
4）AMAによってマーケティングについての概念規定がなされた年に関しては、色々な説がある。
例えば、日本語版の「ウィキペディア」では次のように規定している。「多くの書籍や論文で使
われるのは、アメリカ・マーケティング協会（AMA）の定義である。1940年、1960年、1985年、
2004年、2007年にそれぞれ改定されてきた」と。ja.wikipedia.org/wiki/マーケティング。このウィ
キペディアの解説では、AMAによる定義は1940年が最初とされている。もっとも、同じウィキ
ペディアの「マーケティング学説史」の箇所では、マーケティングの定義がなされたのは1948年
となっている。他方、リサ・キーフ（Lisa Keefe）によれば、「1948年以降、アメリカ・マーケティ
ング協会はマーケティングについての公式上の定義を下す責任を負ってきた」というように述
べて、AMAによる最初の定義は1948年になされたとしている。AMA ," Marketing　News" , 15 
Sep. 2004。 これらの説明から判断すれば、AMAによるマーケティングの定義は1948年に下され
た、と考えるのが妥当であろう。
5）この辺の事情について、AMAが発行している「マーケティング・ニュース」の編集者であるリサ・
キーフは次のように述べている。「マーケティングについての公式上の定義は、AMAの前身的組
織、マーケティング教育者全国協会によって、1935年に採用されている」と。
6）AMA ," Marketing　News" , 15 Sep. 2004。
7）原文は次のようになっている。Marketing is the performance of business activities that direct 
the flow of goods and services from producer to consumer .AMA ," Marketing News" , 15 Sep. 
2004。
8）例えば、1960年のAMAによる定義集では、消費者という言葉に加えて、ユーザーという文言
が付加されている。原文では、consumer or userという表現となっている。AMA,"Marketing 
Definitions",1960,p.37。
9） ケネディ大統領が提唱した「消費者の4つの権利」とは次のようなものであった。安全である
権利（The Right to Safety）、知る権利（The Right to be Informed）、選ぶ権利（The Right to 
Choose）、意見を反映させる権利（The Right to be Heard）などというのがそれである。Ralph M. 
Gaedeke &　Warren W. Etcheson,"Consumerism", Canfield Press , 1972 , pp.3-4.そして、これら
４つの権利は次の様なことを含意している。先ず、安全権に関しては「消費者の健康や生活に危
険を及ぼす可能性のある商品やサービスから保護されるべきこと」が謳われている。換言するな
らば、危険な商品やサービスから消費者、ひいては生活者が守られることの必要性を説いたもの
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である。二つ目の知る権利に関しては「欺瞞的かつ詐欺的、あるいは誤った情報提供、広告、表
示もしくはその他の慣行から、消費者が保護されるべきこと、加えて消費者が正しい選択が出来
るような情報を提供することなど」が謳われている。すなわち、不当な表示や広告から消費者を
保護し、正確で正常な情報を消費者が取得出来ることを担保することを目指したものである。三
つ目の選択権に関しては「出来る限り、消費者が適正価格で多様な商品やサービスを取得出来る
ことを確保し、また政府規制が存在するような業界にあっては、満足のいく品質と、適正な価格
が確保されていること」が謳われている。つまり、消費者が適正価格で、適正品質の商品やサー
ビスを利用出来ることを狙いとしたものである。四つ目の意見を反映させる権利に関しては「政
策立案や行政、更には歳出面において、消費者利益が最大限重視されること」が謳われている。
これら４つの権利を消費者は保有し、また保証されるべきものとして、大統領教書の中で提示さ
れたのである。
　　また、ネーダーの書名は”Unsafe at Any Speed:The Designed-In Dangers of the American 
Automobile”と題されており、ゼネラルモーターズ製の乗用車「シボレー・コルヴェア」の欠陥
を指摘する書物であった。なお、1962年に出版された生物学者レイチェル・ルイーズ・カーソン
（Rachel Louise Carson）の手による「沈黙の春(Silent Spring)」は、農薬で利用されている化学
物質の危険性を採り上げたもので、環境保護運動の始まりとなったと言われている。
10）ソーシャルマーケティングに関する初期の学問的成果は、レーザーとユージン・ケリー（Eugene 
J. Kelly）の編著である「ソーシャル・マーケティング」に収録されている。W. Lazer & 
E.J.Kelley, "Social Marketing" , R.D.Irwin , 1973. 言うまでもなく、同著はそれが出版される迄
に発表された様々なソーシャル・マーケティング関連の論文を集めて刊行したものである。従っ
て、同著に収録されている論文は、1960年代後半から1970年代前半にかけて発表されたもの
が中心となっている。また、何故当時、ソーシャルマーケティングについての関心が高まっ
たかに関しては、同著の序文に詳しい。レーザーとケリーによる序文に従えば、次のように
説明されている。「マ
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
ーケティングは進化
・
・
・
発
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
展している学問であり、常
・ ・ ・ ・ ・
に再評価、再
・ ・ ・
思考、
再
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
構築が求められる。1950年代から1960年代にかけて、マーケティングはその概念上の改訂が
なされた。それはマネジリアル志向の出現である。つまり、諸政策、分析、諸戦略、そして計
画策定に関するマーケティングマネジメントコンセプトがマーケティングの実践面でも教育面
でも、広範に受容されたのである。同期間におけるこの様なコンセプトの影響は多くの面にお
いて見いだすことが出来る。マーケティングコンセプトの国際化と、文献及びビジネス慣行に
おけるマーケティングに対するマネジリアルアプローチの普及がそれである。しかし、1
・・・・
970
代
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
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・ ・ ・ ・ ・
してきた。ソーシャル
マーケティングとそれに関連する発展は、全ての経済分野から、魅力的かつ思慮深い関心を獲
得するのである(傍点筆者)」と。レーザーとケリーによる序文から明らかなように、多くの社会
科学がそうであるように、マーケティングも常に再検討、再構築が必要であり、その過程で登
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場してきたのが、ソーシャルマーケティングであった訳である。
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News",Vol.19,No.5,1985,p.1.
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サ・キーフによるニュースレターがその辺の事情を明確に説明している。詳しくは、AMA、
“Marketing　News”、15　Sep. 2004、及び、拙著、前掲書、41頁～44頁参照。
17）原文は次のようになっている。 Marketing is an organizational function and a set of process 
for creating, communicating and delivering value to customers and managing customer 
relationship in way that benefit the organization and its stakeholders.  AMA, "Marketing 
News", 15 Sep.2004.
18）2004年の定義が下された状況・背景等については、拙著、前掲書、25頁～26頁参照。
19）消費者概念と顧客概念の異同あるいはその捉え方の詳細に関しては、拙著、前掲書、第6章を参照。
20）リサ・キーフのニュースレポートの詳細については、AMA, "Marketing News", 15 Sep. 2004.参照。
21）AMA, "Marketing News", 15 Sep. 2004.参照。
22）原文は次のようになっている。Marketing is the activity, set of institutions, and processes for 
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clients, partners, and society at large.   http:/www.marketingpower.com/-layouts/Dictionary/
23）詳細については、AMAのホームページ（http:/www.marketingpower.com）を参照。
24）日本語版のウィキペディアでは、カスタマーを顧客、クライアントを依頼人、パートナーをパー
トナーと翻訳している。http://ja.wikipedia.org
25）クライアントに関する各辞書の説明をみると、様々な解説がなされている。例えば、小学館刊
行の「大辞泉」では、「①得意先。顧客。特に広告代理店が広告主をさしていう語、②弁護士、
会計士、建築家が依頼人をさしていうこともある」というように解説している。また、英和辞
書では、「①（弁護士・会計士・広告会社・建築家などへの）依頼人、②社会福祉機関・公共機
関などから）給付金［福祉サービス］を受けている人、③（商店の）顧客，得意客」などとい
う訳語が掲載されている。
